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裁　　決　　書

２０保援第3 6 16  ] レ2

審査請求人　㎜

十皿
上記代理人　，㎜

福岡市東区箱崎２丁目5  4-1
処　分　庁　 福岡市東福祉事務所長

上記審査請求人（以下「誚求人」という。）から、･平成２１年２月１７日付けで提起

のあった上記処分庁め生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」どいうＯ）

に基づく保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）に対する審査請求について、

次のとおり裁決します。

主 文

処分庁の請求人に対する本件処分を取り消します。

理 由

第１　審査請求の趣旨及び理由　　　　　　　 、
本件審査請求の趣旨は、本件処分（住宅維持費の申請の一部却下）二の取消しを

求めるというもので、その理由の要旨は、次のとおりです○
処分庁は、.住宅維持費の申請に対し、補修の必要性が認められかづ社会通念上

づ最低限度の生活にふさわしい程度の補修の規模は申請ざれたものの一部である

として、本件処分を行った．しかし、卜本件処分は、法第２条、３条、５条、８条

．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
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及び９条に定める保護の原理・原則に反し違法、不当である。

第 ２　 処 分 庁 の 弁 明 の 趣 旨 及 び 理 由　　　　　　　　　　　　　　　 ・

処 分 庁 の 弁 明 の 趣 旨 は 、 本 件 審 査 請 求 の 棄 却 を 求 め る と い う も の で 、そ の 理 由

の 要 旨 は 、 次 の と お り で す 。

法 第 ８ 条 は 、「基 準 及 び 程 度 の原 則 」 を 定 め 、 法 第 ９条 は 、「必 要 即 応 の 原 則 」

を 定 め て い る 。 ま た 、 住 宅 維 持 費 の 給 付 に つ い て 、「生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 実

施 要 領 に つ い て 」（昭 和 ３ ８ 年 ４ 月 １ 日付 け 社 発 第 ２ ４ ６ 号 厚 生 省 社 会 局 長 通 知 。

以 下 「局 長 通 知 」 と い う。） は 、「補 修 の 規 模 は 、 社 会 通 念 上 最 低 限 度 の 生 活 に ふ
・　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　●

さ わ し い 程 度 と す る こ と 」ごと 規 定 し て い る （第 ７ の ４ の （ ２ ） の ア ）。

請 求 人 は 、畳 の 縁 及 ぴ ふ す ま の 模 様 が 異 な る こ と を 理 由 に 住 宅 維 持 費 申 請 箇 所

全 体 の 補 修 を 求 め て い る が 、 最 低 生 活 維 持 の た め に 必 要 な 補 修 と は 認 め ら れ な い 。

処 分 庁 は 、 申 請 箇 所 に つ い て 、 損 傷 の 程 度 か ら 補 修 の 必 要 性 が 認 め ら れ 、 社 会 通

念 上 最 低 限 度 の 生 活 に ふ さ わ し い 程 度 の 補 修 の 規 模 は 、 申 請 さ れ た も の の 一 部 で
・　　■　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
’　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。　　　　　　－
あ る と判 断 し 、 法 及 び 局 長 通 知 に 基 づ き 本 件 処 分 を 行 っ た も の で あ り 、 本 件 処 分

に つ い て 違 法 又 は 不 当 な 点 は な い 。

第 ３　認 定事実　　　　　　　　　　　　 ダ

当庁が認定した事実は、次のとおりです。　　　　　　　　　 十

１　 平成１ ４年 ８ 月 ９日

請求人世 帯は、同 日付けで保護開始された請求人、請求人の長女及び請求人の

二女の３人世帯であること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →

２　平成１４年 ９月

請求人世帯は、寄宿先の知人宅から現住居へ転居したこと、　　 ／

３ ’平成２０年１２月卜2日　　　　　　　　　　　　　　 犬

請求人は、畳及びふすまの張り替えをしたい旨の手紙を郵送し、同日、処分庁

はこれを受領したこと。

４　平成２０年１２月８日　　　　　　　　　　　　　　　　｡｡､

処 分庁 は、請 求人宅を訪問 し、畳及ぴふすまの状況を調査し、６畳 間の畳２枚

が結露によりカビが生えていること及び６畳間と６畳間の仕切りめふすま１枚

が破れていることを確認したこと。処分庁は、当該部分についてのみ補修が認め

られる旨説明/し たどご ろ、請 求人 は、畳店で就労しているが√通常、畳とふすま

の一部のみを取り替えることはなく、納得できない旨述べだこﾚと。　 ＼

へ　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　。
２
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５　平成２ ０年 １２月 １ ０日

処分庁は、請求人に電話し、必要最小限の支給しかできない旨説明したところ、

請求人は、畳の縁及びぶすまの模様がちぐはぐになってしま うことを理由に畳１

２枚及びふすま７．５枚について住宅扶助（住宅維持費）の申請（以下 「本件申

請」とい う。）をする旨述べたこと。　　　　　　　　　　　　 二

６　平成２０年１２月１１日

請求人は、処分庁を訪れ、次のとおり本件申請を行ったこ と。

畳表替１２枚×４，５ ０ ０円=  54,  0  0  0 円

ふすま張替７レ ５枚 ×3,000 円＝ ２ 2, 5  0  0 円　　　 上　　　 に
消費 税 匸3,825 円

合計　 ８ 0,325 円

７　平成 ２０年 １２月 ２５日　　 一

処分庁は、ケース診断会議を開催し、本件申請について、補修の必要性がある

のは、畳２枚とふすま１枚であること、査察指導員及び地区担当員で再度実地調

査を行い、損傷の程度によっては補修対象が増えることとしたこと。

･8　 平成 ２１年 １月 １ ５日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∧

処分庁は、査察指導員及び地区担当員の２名で請求人宅を訪問し、畳及びふす

まの状況を確認したこと。その結果、畳の約８割にはカーペ ットが敷いてあり、

見え る範囲め畳については、老朽化はあるものの交換は要しない程度の損傷でであ

ること、ふすま１枚は破れているがそれ以外のふすまは、老朽化はあるもののj交

換 は要し ない程度 の損 傷であることを確認したこと。　 一　　　　　　　 二

これにより処分庁は、補修の必要があるのは、必ピが生えている畳 ２枚及び破

れてい‘るふすま１枚であると判断したこと。

９　平成２１年１月１ ６ 日　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　 ／

。処分庁は、本件申請に対し、その一部の補修を認め、次のとお り支給する旨の

本件処分を行い、同変更決定通知書を請求人に送付したこと。なお、同通知書に

は、保護を決定した理由として、畳とふすまの損傷の状況を実地調査した結果、

補修の必要性が認められかつ社会通念上最低限度の生活にふさわしい程度の補

修の規模は、疂表替 ２枚、ふすま張替１枚と判断する旨記載されていたこと。

・　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－畳表替２枚×4,500 円=  9, 000 円

ふすま張替 １枚×3,  0  0  0 円〒3,  000 円　　　　　 、　 づ
消費税　 ６００円 十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ’

合計　12,  6 ０ ０円　　　　 ▽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜

３
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10　平成2 ］:年１月２０日

請求人は、処分庁における住宅維持費の審査基準の開示を求めるため行政手続

法に基づく審査基準の開示申込書を提出したこと○　　　・　　　　｡･
11　平成２１年２月２日

処分庁は、上記開示申込みに対じ、局長通知など厚生労働省が示した関係通知

以外に具体的な審査基準はない旨回答したこと。　　　　　　　　　　　　　卜

12　平成２１年５月８日　　　　　　　　　　　　　 。`

審査庁は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１ ６ ０号）第２９条に基づき請

求人宅において畳及ぴふすまめ状況について検証を行ったこと6 その結果、畳の

約８割にはカーペットが敷かれており、カーペットの下の畳にはガムテープによ

る補修が２か所（それぞれ約２０センチメートル）認められ、ふすま１枚が破れ

ていることを確認したこと。

第 ４ 万審 査 庁 の 判 断　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 づ

１　 住 宅 の 補 修 及 び そ の 規 模 ・ 程 度 に 関 す る 法 及 び 関 係 通 知 に つ い て

（ １ ） 法 は 、 最 低 生 活 に つ い て 、 「こ の 法 律 に よ り､保 障 さ れ る 最 低 限 度 の 生 活 は 、

健 康 で 文 化 的 な 生 活 水 準 を 維 持 す る こ と が で き る も の で な け れ ば な ら な い 。」

卜　 と 規 定 し て い ま す 。 ま た 、 法 は 、 保 護 の 基 準 及 び 程 度 に つ い て 、 「厚 生 労 働 大 ‥

＼ 臣 の 定 め る 基 準 に よ り 測 定 し た 要 保 護 者 の 需 要 を 基 と し 、 そ の う ち 、 そ の 者 の

金 銭 又 は 物｡品 で 満 た す こ と の で き な い 不 足 分 を 補 う 程 度 に お い て 行 う も の と

す る 。」 （法 第 ８ 条 第 １ 項 ） こ と と し 、 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 基 準 は √（ 要 保 護

’　 者 め 年 齢 別 、 性 別 、 世 帯 構 成 別 、 所 在 地 域 別 そ の 他 保 護･X ）種 類 に 応 じ て 必 要 な

事 情 を 考 慮 し た 最 低 限 度 の 生 活 の 需 要 を 満 た す に 十 分 な も の で あ っ て 、 且 つ 、ご

二　 こ れ を こ え な い も の で な け れ ば な ら な い 。」（法 第 ８ 条 第 ２ 項 ） と 規 定 し て い ま

す
○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　

” ・　　
。’
。　　・　　　　　　　　　　　　ＩＩ　Ｉ　　　　 。･|

さ ら に 、 法 は 、 住 宅 扶 助 に つ い て 、‘「住 宅 扶 助 は 、 困 窮 の た め 最 低 限 度 の 生

ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　 丶活 を 維 持 す る こ と の で き な い 者 に 対 し て 、 左 に 掲 げ る 事 項 の 範 囲 内 に お い て 行

わ れ る 。　　 ‥　　　　　　　　　　　 ”　 、　　　 ＜

－　 住 居　　　　　 ケ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ニ　　　 ト

ニ　 補 修 そ の 他 住 宅 の 維 持 の た め に 必 要 な も の 」 と 規 定 し て い ま す 。

こ れ ら 法 の 規 定 を 受 け て 、 厚 生 労 働 大 臣 は 、＼「生 活 保 護 法 に よ る 保 護 の 基 準 」

（昭 和 ３ ８ 年 厚 生 省 告 示 第 １ ５ ８ 号 。） を 定 め て い ま す （別 表 第 ３　 住 宅 扶 助

基 準 ）。　　　　　　　　　　　 卜　　　　　　　　　　　　　　　　　 犬

４
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補修費等住宅維持費め額（年額）　118,  0 ００円以内

（２匚局長通知は、「補修費等住宅維持費は被保護者が現に居住する家屋の畳、建

具、水道設備、配電設備等の従属物の修理又は現に居住する家屋の補修その他

維持のために経費を要する場合に認定すること。なお、この場合の補修の規模

は、社会通念上最低限度の生活にふさわしい程度とすること。」と規定してい ’

ます､（第７の４の（２）のア）。

二　 生活保護行政の適切な運営という観点から厚生労働省社会・援護局保護課が

作成した「生活保護問答集」（平成３１年３月３１日付け事務連絡）では、住

宅費にりいて、「住宅扶助は、･困窮のために最低限度の生活を維持することの

できない者に対して「住まいの確保」及び「補修その他住宅の維持のために必

要なもの」の範囲内において行われる。具体的には、日々の生活の場としてめ

家屋の家賃、間代、地代等のぼか、破損等により住居としての機能に障害が生

じた場合の小規模な補修費を保障するものである。」（第７の３）としています

（生活保護業務の指針として平成５年に厚生省社会・援護局保護課が監修し作

成した生活保護手帳別冊問答集も同旨。）。　　　　　　　　 ヽ

（３）以上の規定を総合すると、住宅の補修は、破損の程度にかかわらず無制限に

認められるわけでなく、現に居住する家屋が破損等により衛生上あるいは生活

上､ 住宅としての機能に障害が生じており被保護者において補修を行う必要が

ある場合に、補修の規模や一般低所得世帯､における取扱いの状況等を勘案の上、

厚生労働大臣が定める基準額の範囲内において補修の要否を判断すべきもの

と思料されます。　　　　　　　　　　 匸　　し

。　また、補修の要否の判断にあたっては、その性質上実施機関に委ねられた裁

量の要素が大きいことかも、実施機関においては、破損の状況を詳細に調査し、

住居としての機能にどのような障害が生じているのか慎重に調査する必要が

あるものと思料されます。

２　本件処分について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ノ
以上のごとを踏まえ、前記審査請求の理由及び処分庁の弁明から、本件の争点

は、①本件申請に係る畳及びふすまの損傷の状況は、どの程度であったか、＼②損

傷の程度から補修の必要性が認められる補修の規模はどの範囲か、また、補修の

卜 要否の判断にあたって十分な調査が行われたかであると思料されますので、以下

検討します。　　　　　　　 ∧　 、　　 上
（１）本件申請に係る畳及びふすまの損傷の状況について

ア　畳について　　　　　　　　　　　　　　　　；

５



冫丶ａｉ
‘″―
．
　
　
　
　
　

１

言

白

薄

罘
ｄ
亅
．．
　
　
　
　
　
　

．

'气う

丶
Ｉ

／
／

う

匸

前 記 認 定 事 実 の と お り 、 請 求 人 か ら の 畳 及 び ふ す ま の 補 修 の 申 し 出 に 対 し 、

処 分 庁 は 、 ２ 回 に わ た っ て そ の 状 況 を 実 地 に 確 認 し 慎 重 を 期 し て い る こ と が

認 め ち れ ま す （ 第 ３ の ４ 及 び ８ ）。 そ の 結 果 、 処 分 庁 は 、 畳 の 約 ８ 割 に は カ

ー ペ ッ ト が 敷 い て あ り 、 見 え る 範 囲 の 畳 に つ い て は 交 換 を 要 し な い 程 度 の 損

傷 で あ る と し て 、 補 修 の 必 要 が あ る の は 、 カ ビ が 生 え て い る 畳 ２ 枚 で あ る と

判 断 し て い ま す ０　　　、　　　　一一｡　　　　｡
●　　　　　’Il　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｡

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S ’
イ　 ふ す ま に つ い て

処 分 庁 は 、 ２ 回 に わ た っ て 実 地 に 確 認 し 、 ふ す ま １ 枚 は 破 れ て い る が そ れ

卜 以 外 の ふ す ま は 、 交 換 を 要 し な い 程 度 の 損 傷 で あ る こ ど を 確 認 し √ 補 修 の 必

要 が あ る の は 破 れ て い る 襖 １ 枚 で あ る と 判 断 し て い ま す （第 ３ の ４ 及 び ８ ）。

（ ２ ） 補 修 の 規 模 ・ 程 度 、 慎 重 な 調 査 に つ い て

ア　 畳 に つ い て　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 。、

本 件 申 請 に 係 る 畳 の 損 傷 の 状 況 に つ い て 、 審 査 庁 が 検 証 を 行 っ た 結 果 に よ

れ ば 、 カ ー ペ ッ ト の 下 の 畳 に は 、 ガ ム テ ー プ に よ る ２ か 所 の 補 修 が な さ れ て

い る こ と が 確 認 さ れ て い ま す （第 ３ の １ ２ ）。 処 分 庁 の 実 地 に よ る 確 認 の 時

｡
点 に お い て カ ー ペ ッ ト 下 部 の 畳 に 損 傷 が あ っ た か 否 か は 明 ら か で は あ り ま

せ ん が 、 カ ー ペ ッ ト は 吸 放 湿 性 な ど 畳 本 来 の 機 能 を 阻 害 す る 側 面 が あ り 、 む

し ろ 請 求 人 宅 に お い て は 、 畳 の 損 傷 箇 所 の 拡 大 防 止 や す り 切 れ た 畳 表 が 衣 服

に 付 着 す る こ ’と を 防 ぐ た 咽 こ敷 か れ て い た こ と が 窺 え ま す 。 こ の よ う な 状 況

に お い て は 、処 分 庁 は 、カ ー ペ ッ ト 下 部 に つ い て も そ の 損 傷 状 況 を 確 認 の 上 、

補 修 の 要 否 に う い て 検 討 す べ き で あ っ た と 思 料 さ れ ま す 。　　 、

処 分 庁 は 、 カ ー ペ ッ ト 下 部 に つ い て の 状 況 確 認 を 欠 い た も の と 言 わ ざ る を

得 ず 、 カ ー ペ ッ ト の 下 部 に う い て 検 討 を 欠 く 処 分 庁 の 調 査 は 、 不 十 分 で あ っ

た と 言 わ ざ る を 得 ま せ ん 。

イ　 ふ す ま に つ い て

本 件 申 請 に 係 る ふ す ま の 損 傷 の 状 況 は 、 上 記 の と お り で あ､ り 、 審 査 庁 が 行

っ た 検 証 に お い て も 同 様 の 状 況 が 認 め ち れ （第 ３ の １ ２ ）、 破 損 等 に よ り 衛

生 上 あ る い は 生 活 上 、 住 宅 と し て の 機 能l と 障 害 が 生 じ て い る め は 、 ふ す ま １

枚 で あ る と 認 め ら れ ま す 。　　　　　　　　　 グ　　　　　　 一　 犬

上 記 認 定 事 実 の と お り 請 求 人 は 、 畳 店 で 就 労 し て お り 、 通 常 、 畳 と ふ す ま

の 一 部 の み を 取 り 替 え る こ と は な く 納 得 で き な い 旨 を 処 分 庁 に 対 し 述 べ て

い ま す が （第 ３ め ４ ）、 前 述 の と お り 、 住 宅 の 補 修 は 、 現 に 居 住 す る 家 屋 が

破 損 等 に よ り 衛 生 上 あ る い は 生 活 上 、 住 宅 と し て の 機 能 に 障 害 が 生 じ て い る

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６
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ことを前提に認められるものであり、畳の縁やふすまの模様が異なってしま

うことのみをもって補修の必要性を認めることはできません。

(３) まとめ

以上のとおり、補修の要否の判断にあたっては、その性質上実施機関に委ね

られた裁量の要素が大きいことから、実施機関においでは、破損の状況を詳細

に調査し、住居としての機能にどのような障害が生じているめか慎重に調査す

る必要があるところ、カーペット下部の畳の補修の要否について検討を欠く処

‘分庁の調査は、不十分であり、当該調査に基づき行われた本件処分は、この点

において相当でなかったと言わざるを得ません。

第５　結論

＼以上のとおり、本件審査請求は、理由があるので行政不服審査法第４０条第３

項の規定に基づき、主文のとおり裁決します。

なお、この裁決に不服があるときは、この裁決があったことを知った日の翌日から

起算して３０日以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求を7することができます( なお、

裁決があったことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、裁決があっ

た日の翌日から起算して１年を経過すると再審査請求をすることができなくなりま

す。)。

また、この裁決につい七、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、この裁決の前提となる処分をした福岡市を被告として( 訴訟において福

八　　 岡市を代表する者は福岡市長となります。）ﾚ処分９取消しの訴えをヽあるい｡は福岡県
…………　　を被告としそ（訴訟において福岡県を代表する者は福岡県知事となります。）この裁

決の取消しの訴えを提起することができます（なお、裁決があったことを知った日の
翌日から起算して６か月以内であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を
経過すると処分及び裁決の取消しの訴えを提起することができなくなりますｊ。

平成２１年７月２８日

福岡県知事　　麻 犬生
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